
令和３年度第４回つくば市都市計画審議会次第 

 

                 日 時  令和４年(2022 年)３月 25 日（金） 

                     午前９時 30 分～ 

                場 所  つくば市役所本庁舎２階職員研修室 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 議  事 

1) 審議事項 

(1) 研究学園都市計画用途地域の変更について（上河原崎・中西地区） 

(2) 研究学園都市計画地区計画「上河原崎・中西地区地区計画」の変更について 

(3) 都市計画公園の変更（近隣公園５か所の追加）について 

(4) 吾妻第三地区地区計画の決定について 

 

４ そ の 他 

 

５ 閉  会 

 



配布資料一覧 

 

１ 資料 

(1) ３都計諮問第２号 

研究学園都市計画用途地域の変更について（上河原崎・中西地区） 

 (2) ３都計諮問第３号 

研究学園都市計画地区計画「上河原崎・中西地区地区計画」の変更について 

 (3) ３都計諮問第４号 

研究学園都市計画公園の変更について 

 (4) ３都計諮問第５号 

研究学園都市計画地区計画「吾妻第三地区地区計画」の決定について 

 (1)、(2)、(3)、(4)の添付資料 

・計画書 ・計画書新旧対照表 ・総括図 ・計画図 ・理由書  

・都市計画を決定（変更）する土地の区域 ・研究学園都市計画決定の経緯 

・意見書の要旨 



3都計諮問第 2号

0

つくば市都市計画審議会

研究学園都市計画用途地域を次のとおり変更したいので、つくば市都市計画審議

会条例 (昭和 63年条例第 120号)の規定により付議します。

令不日4年 (2022年 )3月 25日

つくば市長 五 十 嵐 立 青



研究学園都市計画用途地域の変更 (つ くば市決定)

都市計画用途地域を次のように変更する。

の

(つ く

」 て い

【理由】
つくばエクスプレス沿線開発地域の目標である「つくばならではのゆとりある都市と暮らしの創造」の実現を目指し、望ま
しい市街地形成を誘導するため、上河原崎・中西特定土地区画整理事業の土地利用計画に即して、用途地域を変更するもので
ある。
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研究学園都市計画用途地域の変更 (新旧紺照表)

都市計画用途地域を次のように変更する。
つ

び イま 示 の おり」
下段 変更後
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用途地域変更箇所
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上河原崎 E中西地区地 区 名

冷も4.7ha面  積

1号近隣公国

゛
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理 由 書

つ くば市においては、筑波研究学園都市の建設や常磐 自動車道、首都圏中央連絡

自動車道、つ くばエクスプ レスの整備 など、大規模 な都市基盤等の整備 を進めてき

た ところであるが、引き続 き関連す る開発計画区域の都市整備 を計画的に実施す

るととともに、既成市街地及び集落の活性化並びに人 口の定着を図 りなが ら、調和

のとれたまちづ くりを推進 してい くこととしている。

今回、都市計画を変更す る上河原崎 。中西地区は、「つ くばならではのゆとりあ

る都市 と暮 らしの創造」を目指すつ くばエクスプ レス沿線地域 として、つ くばエク

スプ レス と一体 となったまちづ くりを進めている。また、「つ くば市都市計画マス

タープラン 2015」 イこおいては、田園 と調和 した良好な居住環境や利便性 を確保す

るため、土地区画整理事業の進捗や人 口定着の状況に合わせ、計画的な公共公益施

設の整備 を推進す るとともに、土地利用計画に応 じた適切な用途地域の配置や地

区計画の導入により、街並みの維持・保全を図ることを位置づけている。

当地区は、平成 11年 6月 に市街化区域への編入 を行い、併せて用途地域 (暫 定

的に地区全体を第一種低層住居専用地域、建蔽率 40%、 容積率 60%に 指定 )、 土地

区画整理促進区域、特定土地区画整理事業等の都市計画を定め、平成 13年 2月 に

茨城県が施行者 として土地区画整理事業の事業認可を取得 している。

その後、土地区画整理事業の事業計画変更に合わせ、その変更内容に沿って望ま

しい市街地形成 を図るため、平成 20年、平成 23年 に用途地域の変更並びに地区

計画の決定及び変更を行つた。

今回、第 4回及び第 5回 事業計画変更における土地利用計画が変更 されたこと

に伴い、用途地域を変更す るものである。



都市計画を変更する土地の区域及び規制の内容

1 都市計画の種類

用途地域

2 都市計画を変更する土地の区域

(1)第一種低層住居専用地域

ア 追加す る部分

つ くば市上河原崎元宮本字前山の一部

〃  島名字榎 内の一部

イ アに係 る規制の内容

建蔽率 40%以 下、容積率 80%以 下、建築物の高 さの限度 10m以 下

ウ 削除す る部分

つ くば市下河原崎字下河原崎、 字清上、字人升蒔、字谷中台、字姥山の各

一部

〃  島名字中西、字榎 内、字戸面山の各一部

(2)第一種住居地域

ア 追加す る部分

つ くば市上河原崎元宮本字前山の一部

〃  下河原崎宇下河原崎、字三夜下、字清上、字人升蒔、字谷中台、字

姥山の各一部

イ アに係 る規制の内容

建蔽率 60%以 下、容積率 200%以 下

(3)近隣商業地域

ア 削除す る部分

つ くば市上河原崎元宮本字前山の一部

つ くば市下河原崎字下河原崎、字三夜下の各一部

〃  島名宇榎 内、字戸面山の各一部

(4)準工業地域

ア 追加す る部分

つ くば市島名字中西、宇榎内、字戸面山の各一部

イ アに係 る規制の内容

建蔽率 60%以 下、容積率 200%以 下



都市計画決定 (変更)の経緯

事 項 年月 日 備 考

当初決定 平成 8年 4月 1日 新用途地域の決定

変 更 平成 11年 6月 10日 市街化区域への編入及び用途地域

の指定

(常磐新線沿線開発 5地 区等 )

変 更 平成 20年 5月 15日 暫定用途地域か ら変更 (13.9ha)

島名上河原崎線沿道周辺に指定

変 更 平成 23年 5月 31日 暫定用途地域の全てを変更

素案の作成 令和 3年 10月

都市計画説明会 令和 3年 11月 18日

令和 3年 H月 21日

会場 :茨城県土浦土木事務所つ く

ば支所

参加者 :10名

会場 :つ くば市役所会議室 202

参加者 :H名

都市計画公聴会 公述 申出書の提 出な し

茨城県事前協議 令和 4年 1月 27日

案の公告・縦覧 令和 4年 2月 24日

～    3月 10日

意見書の提出な し

都市計画審議会 令和 4年 3月 25日

茨城県知事協議 令和 4年 月 日

決定告示 令和 4年  月 日 つ くば市告示第   号



3都計諮問第 2号 研究学園都市計画用途地域の変更について (つ くば市決定)

都市計画法第 17条第 2項に基づく意見書の要旨

縦覧期間 自 令和 4年 (2022年 )
至 令和 4年 (2022年 )

2月 24日

3月 10日

意 見 書 の 要 旨 対 応 策 意 見 者

用
途
地
域

（上
河
原
崎

・
中
西
地
区
）

意見書の提出なし

賛成 0名 反対 0名    その他 0名 合計 0名
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